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資料５－１

第１節 我が国の温室効果ガス削減⽬標

第２章 温室効果ガスの排出抑制・吸収の量に関する⽬標

我が国の中期⽬標として、「⽇本の約束草案」に基づき、国内の排出削減・吸収量の確保により、2030年度において、2013年度⽐
26.0％減（2005年度⽐25.4％減）の⽔準にすることとする。
また、2020年度の温室効果ガス削減⽬標については、2005年度⽐3.8％減以上の⽔準にすることとする。

１．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策
（１）温室効果ガスの排出削減対策・施策
① エネルギー起源⼆酸化炭素

第３章 ⽬標達成のための対策・施策

第２節 地球温暖化対策・施策

部⾨別（産業・⺠⽣・運輸等）の対策・施策
Ａ．産業部⾨（製造事業者等）の取組
(a) 産業界における⾃主的取組の推進
○低炭素社会実⾏計画の着実な実施と評価・検証
（略）2013 年度以降の取組として産業界の各業種が策定する温室効果ガス排出削減計画（産業、業務その他、運輸、エネ
ルギー転換の各部⾨において、経団連加盟の個別業種や経団連に加盟していない個別業種が策定する温室効果ガス排出削減
計画のことを指す。以下これらの個別業種単位の計画を「低炭素社会実⾏計画」という。）の⽬標、内容については、その
⾃主性に委ねることによるメリットも踏まえつつ、社会的要請に応えるため、産業界は以下の観点に留意して計画を策定・
実施し、定期的な評価・検証等を踏まえて随時⾒直しを⾏うこととする。

① 低炭素社会実⾏計画を策定していない業種においては、京都議定書⽬標達成計画における⾃主⾏動計画に参加している
業種はもとより、参加していない業種についても新規に策定するよう積極的に検討する。
以下に掲げる業種について、関係府省庁は、所管業種に対する策定検討の働きかけを強化する。
京都議定書⽬標達成計画における⾃主⾏動計画に参加している業種で、2030 年に向けた低炭素社会実⾏計画の未策定業種
たばこ製造※、パン⼯業※、⽸詰等※、製粉※、⺠間放送※、⽇本放送協会、テレコムサービス、ケーブルテレビ、インターネットプロ
バイダー、全私連※、⽣活協同組合※、加⼯⾷品卸※、⾃動⾞整備、旅館、産廃※、新聞※、バス※、港運※、ＪＲ北海道※

（※は2020 年までの低炭素社会実⾏計画策定業種）
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② 低炭素社会実⾏計画における⽬標設定においては、温室効果ガスの排出削減の観点から、経済的に利⽤可能な最善の技術
（ＢＡＴ︓Best Available Technology）の最⼤限の導⼊、積極的な省エネルギー努⼒等をもとにＣＯ₂削減⽬標を策定してい
る。⽬標については、それが⾃ら⾏い得る最⼤限の⽬標⽔準であることを対外的に説明する。設定された⽬標⽔準の厳しさや
産業界の努⼒の程度を評価することができるよう、⽇本と各国とのエネルギー効率やＣＯ₂排出量の⽐較が可能となるような
データの収集に努めることが重要である。また、ＢＡＴやベストプラクティスについては、あらかじめ明⽰することにより、
⽬標⽔準の達成状況だけでなく各業種においてなされた取組努⼒を評価することが可能になる。技術の発展等により新たなＢ
ＡＴの普及が可能となった場合には、柔軟に数値⽬標を引き上げるなど、不断の⾒直しを⾏う。
※⽬標指標は、各業種の主体的な判断によって、エネルギー消費原単位、エネルギー消費量、⼆酸化炭素排出原単位、⼆酸化
炭素排出量、ＢＡＵ（Business As Usual）からの削減量のいずれかが主に選択されている。⽬標設定の在り⽅については、
引き続き検討していくことが重要である。

③ 低炭素社会実⾏計画では、実効性・透明性・信頼性を確保するため、これまで同様ＰＤＣＡサイクルを推進する。その際、
2030 年に向けた計画等については⻑期の取組であることを踏まえ、前提となる条件を明確化し、透明性を確保しながら、社
会・産業の構造の変化や技術⾰新の進歩など様々な要因を考慮していく。

④ ②で掲げた⾃らの排出削減⽬標（コミットメント）に加えて、低炭素製品・サービスの提供を通じて、関連業種とも連携し
ながらＣＯ₂排出量の削減に貢献する。さらに、地球温暖化防⽌に関する国⺠の意識や知識の向上にも取り組む。

⑤ 世界全体での地球温暖化対策への貢献の観点から、各業種は、低炭素製品・サービス等の海外展開等を通じた世界規模での
排出削減、地球温暖化防⽌に向けた意欲ある途上国への国際ルールに基づく技術・ノウハウの移転や、⺠間ベースの国際的な
連携活動の強化等に積極的に取り組むとともに、各業種の事業分野に応じた取組による削減貢献を⽰していく。

⑥ 各業種は、2030 年以降も⾒据えた中⻑期的視点で、⾰新的技術の開発・実⽤化に積極的に取り組む。
⑦ また、低炭素社会実⾏計画に基づく取組について、海外や消費者等への分かりやすい情報発信を⾏うため、各業種において、
信頼性の⾼いデータに基づく国際⽐較等を⾏うとともに、積極的な対外発信を⾏う。

上記①〜⑦の観点に基づき、政府は、各業種により策定された低炭素社会実⾏計画及び2030年に向けた低炭素社会実⾏計画
に基づいて実施する取組について、関係審議会等による厳格かつ定期的な評価・検証を実施する。


